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 私はだれ 

 氏名：駒沢 健(こまざわ けん) 

 会社：日本電信電話株式会社 

 仕事：IT戦略の立案と推進を中心に従事 

 

 ID管理WG参加の経緯 

 とある企業へのID管理提案したが、全然
まとまらない。専門家集団の門をたたく
ことに 

 JNSA ID管理‐WG 7年生 
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   企業名     業種 

* 積水ハウス株式会社    建設業 

* アサヒグループホールディングス株式会社  食料品 

* 東レ株式会社     繊維製品 

* 株式会社エフピコ     化学 

* 株式会社ブリヂストン    ゴム製品 

* JFEホールディングス株式会社    鉄鋼 

* 株式会社小松製作所    機械 

* 株式会社日立製作所    電気機器 

* 日産自動車株式会社    輸送用機器 

* 株式会社ニコン     精密機器 

* トッパン・フォームズ株式会社   その他製品 

* 大阪ガス株式会社     電気・ガス業 

* 東日本旅客鉄道株式会社    陸運業 

* 株式会社アルファポリス    情報・通信業 

* 三井物産株式会社     卸売業 

* 株式会社三井住友フィナンシャルグループ  銀行業 

* 東京海上ホールディングス株式会社   保険業 

* 東京センチュリーリース株式会社   その他金融業 

２０１６年度攻めのIT経営銘柄 
経済産業省 
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2015 年の最重要リスク 

１ 法規制や規制当局の監視強化 

２ マーケットの状況（例えば、不安定なエネルギー価格、国際情勢な
ど） 

３ サイバー攻撃／情報セキュリティ・リスクへの対応不充分 

４ 後継者選定の課題／才能ある人材の獲得やつなぎとめ 

５ 組織の文化が、重要なリスクの適時の認識及び報告を助長していな
い可能性 

６ 変革に対する社内の抵抗がビジネスモデルと中核事業に対する必要
な調整を阻害する可能性 

７ 想定外の危機（例えば、レピュテーショナル・リスク） 

８ 顧客ロイヤリティの維持が困難になっている可能性 

９ 競合他社との競争 

１
０ 

新たなテクノロジーによりビジネスモデルが破壊的な影響を受ける
可能性 

経済産業省 グローバル経営力強化のために より抜粋 



*たかだか、EUの人員管理 

 

*されど、当局とか言われるとどう
すりゃいいの 

 

*本日は、そんなめんどくさいEU指

令を踏まえたアイデンティティ管
理のお話しです。 
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I. EU指令って？ 

 

II. 何がだめなの？ 

 

III.対策を講じている国ってどこ？日本は大丈夫？ 

 

IV.誰が判断するものなの? 

 

V.何をしないといけないの? 

 

VI.選択肢があるらしいけど、どれ選ぶのがいいの？ 
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*欧州連合（EU）が誕生したのは、1993年 

 

*それぞれの加盟国には、個人情報保護（プライ
バシー保護）について、独自の法律がある。 

 

*加盟国間の違いを埋めるために、EUは1995年
（平成７年）10月24日、『個人データの取扱い

に係る個人の保護及び当該データの自由な移動
に関する欧州議会及び理事会の指令』を採択し
ました。 
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*対策を講じている国および、個別に対策を取ら
ない限り、個人情報の移転が禁止されている 

ベルギー 

ブルガリア 

チェコ 

デンマーク 

ドイツ 

エストニア 

アイルランド 

ギリシャ 

スペイン 

フランス 

クロアチア 

イタリア 

キプロス 

ラトビア 

リトアニア 

ルクセンブルク 

ハンガリー 

マルタ 

オランダ 

オーストリア 

ポーランド 

ポルトガル 

ルーマニア 

スロベニア 

スロバキア 

フィンランド 

スウェーデン 

英国 



*

71 

52 

35 

35 

28 

23 

22 

21 

15 

17 

5 

9 

Good Bad 

Africa 

Asia Pacific 

North America 

Latin America 

Western Europe 

Eastern and 

Central Europe 

「グローバリゼーションは自国にとって良いことか」という問いに対する回答％ 

Gallup International（2006） 
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*非常に重要な話 

 

*IT目線で表現すると 

*EUからデータを持ち出して、EU圏外のサーバ
に蓄積すること。 

*EU圏外からアクセスすること。 

 

*結構キビシイ 
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アメリカ 

(セーフハーバー) 

2012年10月現在 

ニュージーランドおよびモナコについては「十分なレベルの保護措置を行ってい
る」と認定済み(欧州委員会の決定待ち) 
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アメリカ 

(セーフハーバー) 

Microsoft、ドイツに新データセンター開設へ セーフ
ハーバー問題対策か 

 

欧州連合が米連邦政府とのセーフハーバールールの無効
化を検討していることの対策 

Microsoftは11月11日（現地時間）、独ベルリンにおい

て、クラウドサービス提供のためのデータセンターをド
イツ国内の2カ所に開設する計画を発表した。来年下半
期に稼働を開始する計画。  これらのデータセンター
では、Microsoft Azure、Office 365、Dynamics CRM 

Onlineなどのサービスを提供し、ユーザーデータを保持
する。  同社のサティヤ・ナデラCEOは発表文で「こ

れらの新データセンターは地域の成長を促すだけでなく、
顧客にデータの管理・保存方法の選択肢と信頼性を提供
するものだ」と語った。  これらのデータセンターの
データは独Deutsche Telecomの子会社であるT-Systems

が管理する。Microsoftは、T-Systemsあるいは顧客の許
可がなければ、顧客のデータにアクセスできない。  

こうしたシステムにより、顧客は厳格なドイツおよび欧
州の規制や企業のコンプライアンスを順守しつつ
Microsoftのクラウドサービスを安心して利用できると
している。  元CIA職員のエドワード・スノーデン氏が

米連邦政府による情報収集活動を暴露して以来、欧州連
合（EU）は米国とのセーフハーバールールの見直しを
検討している。  EUが米国とのセーフハーバールール
を無効だとした場合、MicrosoftやGoogle、
Amazon.comなどの米企業（を含むEU圏外の企業）は
欧州の顧客情報を欧州圏外に移転できなくなる。 

欧州司法裁判所によるセーフハーバー協定無効判決につ
いて 

 
2015年10月6日、欧州司法裁判所は欧州委員会が米国と締結しているセーフ
ハーバー協定は無効であるとの判決を下した。本判決は、欧州内で事業を
展開している米国企業のビジネスにも大きな影響を及ぼすと見られている。 

今回の問題は、2013年のスノーデン事件によりNSA等の米国政府機関が
Facebook Inc等のIT企業が保有するデータを監視していたことが発覚したこ
とにより、オーストリア市民でFacebookのユーザーでもあるMax Schrems

氏が、Facebook が十分な保護措置がなされていない米国に対して自身の個
人データが転送されたとして、アイルランドのデータ保護機関に対して申
立を行ったという事案である。 

http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1511/12/news096.html
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1511/12/news096.html
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1511/12/news096.html
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1511/12/news096.html
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1511/12/news096.html
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1511/12/news096.html
https://www.icr.co.jp/newsletter/law20151008-fujii.html
https://www.icr.co.jp/newsletter/law20151008-fujii.html
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一次法 

二次法 

EUの設立条約や改正条約にあたる基本条約 

 EC条約（欧州共同体設立条約） 

 ニース条約 

 アムステルダム条約 

 ローマ条約 

一次法（条約）を根拠に制定され、EU域内で
直接・間接的に企業や個人を規制する法令 

 規則（Regulation） 

 指令（Directive） 

 決定（Decision） 

 勧告（Recommendation） 

 意見（Opinion） 

原則として、通常はEU加

盟国へは直接適用されず、
国内法への置換えが必要 

よって、各国間で法令が
異なる場合もあります。
（全く同一にはならない
という意味) 

つまり、最終的には各国当局が判断することになる 
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方法 契約主体 内容 導入の負荷 範囲拡大時の
運用負荷 

明確な同意
の取得 

Standard 

Contractual 

Clauses 

(SCC) 

Binding 

Corporate 

Rules 

(BCR) 

従業員個人 

と企業 

現地法人 

と本社 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業
包括 

従業員個人から明確
な同意取得 

法人間でﾃﾞｰﾀ移転契
約を締結※ 

(国によっては個別対
応要) 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内全法人を対
象として拘束力を有
する内部規定を策定
し、各国ﾃﾞｰﾀ保護当
局の承認を得る 

※Data Protection Authority(DPA)への申請・承認が必要 
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Standard 

Contractual 

Clauses 

(SCC) 

Binding 

Corporate 

Rules 

(BCR) 

A国 

当局 

B国 

当局 

C国 

当局 

A国 

子会社 

B国 

子会社 

C国 

子会社 

C国 

当局 

C国 

子会社 
A国 

当局 

B国 

当局 

A国 

子会社 

B国 

子会社 
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BCRは非常に期間と費用がかかり、
実際に採用している企業は数少ない。 

 

SCCが現実的だが、準備に半年～2年
かかる。また1千万程度の準備コスト
も必要 

 

個人同意は小規模なら・・・ 

 



*

今後EU指令は、規則（Regulation）
に変更する可能性がある 

 

米国のセーフハーバ―協定も無効に
なる可能性がある 

 

EU指令自体の動向を確認しつつ、余
裕をもった準備期間が必要 
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